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はじめに

いじめは「どの子供にも、どの学校でも起こり得るもの」であり、全ての子供に関係する問

題である。そして、いじめは、いじめを受けた子供の尊厳を傷つけ、教育を受ける権利を著し

く侵害し、その心身に深刻な影響を与えるのみならず、その生命や身体に重大な危険を生じさ

せるおそれがある人権問題である。

新座市では、平成２４年９月に「新座市いじめ対策委員会」を設置し、いじめの防止、早期

発見及びいじめへの対処について協議し、同２５年２月に「いじめの根絶に係る取組」につい

て答申を行った。同年３月からは、全ての学校が無記名式アンケートに共通して取り組むなど、

全教職員が「いじめは決して許されない行為である」との認識のもと、予防的な取組を継続し

ている。

また、各学校においては、いじめ問題担当者を中心とした組織的な体制を整えるとともに、

実態に応じた具体策に取り組み、いじめの未然防止、早期対応、早期解決に努めているところ

である。

しかし、現状としては、自分をかけがえのない存在であるととらえる「自尊感情」や自分の

よさや個性を認める「自己肯定感」が低く、また、相手の気持ちや立場を思いやることができ

ないために様々な問題が発生しており、いじめにつながるような言動も散見される状況にある。

こうした状況を踏まえ、新座市いじめ防止基本方針は、これまでの取組を更に実効的なもの

とし、児童生徒の尊厳を保持する目的の下、本市及び学校、家庭、地域その他の関係者が連携

し、いじめ問題の克服に向けて取り組むよう、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１

号。以下「法」という。）第１２条の規定に基づき、いじめの防止等のための対策を総合的か

つ効果的に推進するために策定するものである。

いじめの定義

いじめ防止対策推進法第２条に示されているとおり、「いじめ」とは、児童等に対して、当

該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行

う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）で

あって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。

第Ⅰ章 新座市いじめ防止基本方針の策定

新座市は、法の趣旨を踏まえ、国及び埼玉県の基本方針を参酌し、新座市におけるいじめ防

止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため、新座市いじめ防止基本方針を定める。

（地方いじめ防止基本方針）

第１２条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該

地方公共団体におけるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため

の基本的な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」という。）を定めるよう努めるものと

する。
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（いじめ問題対策連絡協議会）

第１４条 地方公共団体は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため、

条例の定めるところにより、学校、教育委員会、児童相談所、法務局又は地方法務局、

都道府県警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことが

できる。

２ 都道府県は、前項のいじめ問題対策連絡協議会を置いた場合には、当該いじめ問題対

策連絡協議会におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該都道府県の

区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの防止等に活用されるよう、当該いじめ

問題対策連絡協議会と当該市町村の教育委員会との連携を図るために必要な措置を講ず

るものとする。

第１４条第３項 前２項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円

滑な連携の下に、地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防止等のため

の対策を実効的に行うようにするため必要があるときは、教育委員会に附属機関として

必要な組織を置くことができるものとする。

新座市いじめ防止基本方針では、新座市の実情に応じ、いじめの防止等の対策の基本的な方

向を示すとともに、いじめの防止や早期発見、いじめへの対処が、新座市において組織的、計

画的かつ迅速に行われるよう、講ずるべき対策の内容を具体的に記載する。

また、いじめの防止等に係る日常的な取組の検証・見直しを図る仕組みや、新座市における

いじめの防止に資する啓発活動や教育的取組を具体的に定める。

更に、取組の実効性を高めるため、新座市いじめ防止基本方針が、本市の実情に即してきち

んと機能しているかを点検し、必要に応じて見直す、という ＰＤＣＡサイクルを盛り込む。

第Ⅱ章 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項

１ いじめの防止等のために新座市が実施する施策

(1) 新座市いじめ問題対策連絡協議会の組織と役割

新座市は、法の定めるいじめ問題対策連絡協議会を設置するため、新座市いじめ問題対

策連絡協議会条例を制定する。委員は学識経験者、児童相談所の職員、地方法務局の職員、

埼玉県警察の警察官、教育職員、教育委員会事務局職員、前各号に掲げるもののほか、教

育委員会が必要と認める者の中から２０人以内をもって組織する。

会議内容は、次のとおりである。

① いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携に関する事項

② 法第１２条に規定するいじめ防止基本方針の策定及び推進に関する事項

③ 前２号に掲げるもののほか、いじめの防止等のための対策の総合的かつ効果的な推

進に関する事項

(2) 新座市教育委員会の調査組織の設置
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教育委員会は、いじめ防止等の対策を実効的に行うため、「新座市いじめ防止対策審議

会」を設置する。

新座市いじめ防止対策審議会は、公平性・中立性を確保するため、専門的な知識及び経

験を有する第三者として、弁護士、医師等、学識経験者及び地域福祉活動団体の代表者の

参加を図るほか、保護者の代表者、教育職員、教育委員会が必要と認める者を加え、７人

以内をもって組織する。

さらに、新座市いじめ防止対策審議会は、各学校における法第２８条に定める重大事態

のうち、学校における調査が困難な場合、調査を行うものとする。

(3) 新座市が実施する施策

① 児童生徒アンケートによる実態把握と日常的な対応

市内共通様式となる「無記名式」アンケートを毎月実施し、潜在的ないじめの有無を

確認する機会とする。また、児童生徒の状況に応じて、記名式アンケートを実施する学

校は、教育委員会の認めるところにより、各学校で作成した質問紙等において実施がで

きる。なお、強制的な実施ではなく、児童生徒の意思により随時自由回答できる校内環

境を整える場合には、市内共通様式を記名式に変更して活用することができる。

質問紙の結果については、速やかに管理職に報告するとともに、全教職員で共通理解

を図り、職員会議、学年会議、生徒指導委員会等において、組織的に適切に対応できる

ようにする。

また、実施結果については、毎月定期的に教育委員会に報告するものとする。

なお、アンケート用紙の回収にあたっては、記入した内容が周りに分からないように

十分配慮するとともに、実態に応じて紙面回答もしくは電子回答を選択して調査を実施

する。アンケート用紙およびデータは、実施後１年間の保存とし、教育委員会から指示

があった場合は提出する。

② 保護者用チェックリストによる実態把握と情報共有

保護者の気づきをいじめ根絶に向けた情報として共有し、連携を深めるために保護者

用チェックリストを配布し回収する。実態に応じて紙面回答もしくは電子回答を選択し

て調査を実施する。なお、強制的な実施ではなく、保護者の意思により随時自由回答で

きる校内環境を整える場合には、市内共通様式を記名式に変更して活用することができ

る。

時期は、不登校が急増する５月末、９月末、１月末とし、全家庭に配布する。

保護者からの申出があった場合は、担任もしくは保護者と信頼関係のある者が相談活

動を行う。

③ 教師用チェックリストによる実態把握と個別案件への対応

いじめ問題を発見する手立てとしての基本策である。校内の状況に応じて紙面回答も

しくは電子回答を選択して調査を実施する。

毎月１回実施し、児童生徒の様子を定期的に観察するとともに、実施後は、学年主任、

生徒指導主任等が集約し、速やかに校長、教頭に報告する。また、職員会議及び生徒指

導委員会等で情報を共有し、個別の案件について組織的に対応する。



- 4 -

（学校いじめ防止基本方針）

第１３条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校

の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を

定めるものとする。

チェックリストは、実施後１年間の保存とし、教育委員会から指示があった場合は

提出する。

④ いじめ問題担当者の校内組織への位置づけ

生徒指導体制を強化し、横断的な対応を図るため、いじめ問題担当者を校務分掌に位

置づける。具体的には、アンケートの集約や対応策の立案など、いじめの根絶に係る取

組に特化した役割を担う。

⑤ 教育委員会への速やかな報告

各学校は、いじめを認知した場合は、速やかに教育委員会に報告するものとする。ま

た、月例の報告も併せて行う。報告を受けた教育委員会は、問題解決のための指導を行

うとともに、対応の進行管理を適切に行う。

⑥ いじめの解消

いじめが解消している状態とは、少なくとも次の二つの要件「いじめに係る行為が止

んでいること」「被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと」が満たされている必

要がある。

「いじめに係る行為が止んでいること」とは、被害者に対する心理的又は物理的な影

響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）が止んでいる状態が相

当の期間継続していることであり、この相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とす

る。いじめの被害の重大性等から更に長期の期間が必要であると判断される場合は、こ

の目安にかかわらず、学校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断により、より長期の

期間を設定するものとする。

「被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと」とは、いじめに係る行為が止んで

いるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒がいじめの行為により心身の苦痛

を感じていないと認められることである。

⑦ 実施要項に基づいた確実な実施

いじめの根絶に係る取組については、実施要項を定め、継続的、計画的に行う。

⑧ インターネットを通じて行われるいじめ防止対策

教育委員会は、携帯電話等通信情報機器の急速な普及と発達により生じる児童生徒へ

の影響に対応するため、新座市いじめ防止対策審議会の調査審議を踏まえ、児童生徒の

通信情報機器の使用に関する指針を別に定める。

２ いじめの防止等のために学校が実施すべき施策

(1) 学校いじめ防止基本方針の策定

各学校は、国や県、市の基本方針を参考にして、自らの学校として、どのようにいじめ

の防止等の取組を行うかについての基本的な方向や取組の内容等を「学校いじめ防止基本

方針」として各学校の実情に応じ、いじめの防止等のための具体的な実施計画や実施体制
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（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織）

第２２条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、

当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係

者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。

を定めるよう、次の点に留意する。

① 策定に当たっては、自校の課題を洗い出し、教職員や学校関係者の認識の共有を図る。

② 「いじめの防止」、「早期発見」、「いじめに対する措置」に関する具体的な手立てや年

間の計画を組織的、計画的に実行できるよう盛り込む。

③ 児童生徒や家庭、地域も巻き込みながらの策定や説明に努める。

④ 法第２２条に基づく組織を学校いじめ防止基本方針に定めた取組等を実行する中核の

組織として位置付ける。

⑤ 未然防止の取組には、学校の全教育活動に関わることを意識し、全教職員が児童生徒

の様子や変化等を見抜く力を高めるための方策を盛り込む。

⑥ 未然防止の観点からも、いじめに関するアンケート調査を毎月実施する。（ただし、ア

ンケート調査の結果だけに頼らない。）

⑦ 年間の取組をＰＤＣＡサイクルにより検証し、学校いじめ防止基本方針を見直すこと

ができるようにする。

⑧ １１月が埼玉県におけるいじめ撲滅強調月間であることから、児童生徒を主体とした

取組を１１月にも位置付けるよう努める。

⑨ 重大事態への対処については、新座市いじめ防止基本方針を参考に迅速な対応ができ

るようにする。（重大事態が発生した場合のシミュレーションを全教職員で行ってお

く。）

⑩ 学校いじめ防止基本方針により、個々の教職員がそれぞれの教育活動の中でいつ、何

をどのようにすべきかが分かり、保護者や地域がどのような協力をし、学校として児童

生徒をどのように育てようとしているかが分かるようにする。

(2) 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

いじめ等の対策を実効的に行うための組織として、「学校いじめ問題対策委員会」を設置

する。

① 構成員

校長の指揮の下、教頭、主幹教諭、いじめ問題担当者を中心に、教務主任や生徒指導

主任、学年主任、教育相談主任、養護教諭等の中から各校の実情により充て、個々の事

案に応じて学級担任や部活の顧問、さわやか相談員、子どもと親の相談員、スクールカ

ウンセラー等も加えることができるものとする。また、必要に応じて新座市教育相談員

や新座市学校カウンセラー、新座市スクールソーシャルワーカーのほか、学校以外の人

材として、いじめ・非行防止ネットワーク、地域ふれあい連絡協議会の参加を図る。

② 活動内容
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ア 学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成や実行、検

証、修正

イ いじめの相談や通報の窓口

ウ いじめの疑いについての情報や児童生徒の問題行動等に係る情報の収集、記録、共

有

エ いじめ事案に対する組織的な対応

③ 開催時機

ア 平常時は定期的に開催する。

イ いじめ・非行防止ネットワーク連絡協議会と連携した会議を年２、３回開催する。

ウ いじめ事案が発生した場合は、緊急で開催する。

(3) 学校におけるいじめの防止等に関する措置

① いじめの未然防止のための取組

いじめはどの児童生徒にも起こりうるという事実を踏まえ、全ての児童生徒を対象と

して、いじめの未然防止のために、全校をあげて取り組む。

未然防止の基本として教職員は、相互に心が通じ合うようなコミュニケーション能力

を児童生徒に育むとともに、主体的で規律正しい態度で授業や行事に参加、活躍できる

授業づくり、集団づくりに努める。

また、児童生徒の悩みを親身になって受け止めることができるよう信頼関係の醸成に

努め、児童生徒の出すあらゆるサインを見逃さないようにする。

さらに、日頃より、「いじめが起きた場合は、いじめられている児童生徒を守り抜く

ことが最優先である」ということを念頭におきながらに指導、支援にあたる。

加えて、万が一にも教職員の言動により、児童生徒を傷つけたり、いじめを助長した

りすることがないよう指導の在り方に細心の注意を払う。

ア 教師の姿勢

教師は「平常時の指導の大切さ」を忘れることなく、次の姿勢で指導に臨む。

・いじめを絶対に許さない毅然とした姿勢

・いじめられている児童生徒を守り抜く姿勢

・いじめを見逃さず、放置しない姿勢

イ 学級づくり

(ｱ) 安心して生活できる居場所づくり

・児童生徒の気持ちを共感的に受け止める。

・児童生徒に、学級で責任を果たすことのできる役割を与える。

・学級のルールを基盤に、公正さを欠かない姿勢をもつ。

・毎月実施する児童生徒用「学校の生活アンケート」の結果を生かす。

(ｲ) 児童生徒同士、教員との絆づくり

・児童生徒に、自分のよさに気付かせるとともに相手のよさにも気付かせ、互いの違

いを認めることができるようにする。

・児童生徒に、自己有用感をもたせられるような場面づくりをする。
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・公正なリーダーとフォロワーを組織する。

ウ 学習指導

・各教科において、一人一人の考えや意見が尊重され、自他の違いを認め合うよう

な授業を展開し、学ぶ喜びを味わわせるようにする。

・多様性を認め合う学級風土を醸成することで、排除したり、嘲笑したりすること

を防ぎ、楽しく学ぶことができる授業規律を確立する。

・学業不振やその心配のある児童生徒には補習などの学習支援を行い、学習意欲を

喚起、持続できるようにする。

・公開授業等で授業を見合い、授業改善にあたる。

・インクルーシブの理念に基づいた特別支援教育を推進する。

・道徳の時間を要として、生命を大切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断等、

規範意識や道徳性を身に付けさせる。

エ 保護者や地域、関係機関とのネットワークづくりのサポート

・いじめ・非行防止ネットワークを編成し、学校、保護者、地域、関係諸機関との

円滑な連携を図る。

・学級、学年懇談会等を開催し、いじめや問題行動等について情報交換をしたり対

策を話し合ったりする。・保護者には、いじめから子供を守る役割があることを

認識してもらうため、意識啓発を図る。特に、携帯電話等のトラブルに係る情報

モラルについては、学校と保護者の相互協力が不可欠であることに理解を求める。

オ 新型コロナウイルス感染症等に関するいじめの防止

・児童生徒が過度な不安をもつことがないように、感染症に係る知識及び行動を身に

付ける。

・感染症にかかった方やその家族、医療従事者の方々などに対する偏見をもたず、常

に自分事として考えられるよう、回復を見守る態度を養う指導を行う。

・ウイルス感染に係る誹謗中傷の場面を見かけたら、周囲の大人に相談できる環境を

作る。

・管理職のリーダーシップのもと教職員が組織的に対応し、心身ともに健康で、い

じめのない学校づくりに努める。

・いじめに係る児童生徒の反応には、気持ちや体調の変化等が見られる。保護者には

たよりや懇談会等の場において、家庭生活での状況把握の協力を求める。特に、話

を聞いてもらうことは、児童生徒の悩みの解消につながることについて、定期的な

啓発を図る。

② いじめの早期発見への取組

多様な形で児童生徒の相談に対応できるよう体制を整えるとともに、全教職員によ

る情報共有に努め、情報に基づく速やかで的確な対応を実践する。

ア 「新座市いじめの根絶に係る取組」の実施要項に則り、全教職員が以下の取組を実践

する。

(ｱ) 教職員用チェックリストの活用（毎月実施）

(ｲ) 児童生徒用アンケートの実施（毎月実施）

(ｳ) 保護者用チェックリストの活用（毎学期実施）
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イ さわやか相談員、子どもと親の相談員、スクールカウンセラーとの連携

ウ 副担任や担任外、養護教諭、特別支援教育支援員、交通指導員等との情報交換

エ 新座市教育相談室との連携

オ 具体策の立案及び情報共有を図るための「事例研究」の実施

③ いじめの早期解決への取組

いじめを発見した場合や通報を受けた場合は、全教職員の共通理解に基づく共通行動

が必要不可欠である。また、保護者の協力や関係専門機関との連携も欠くことができな

いことから、いじめを認知した場合は、次の取組を実践する。

ア いじめ問題担当者を中心に学校いじめ問題対策委員会を開催し、速やかに当該児童

生徒の支援、指導を行う。

イ 教職員のほか、新座市スクールソーシャルワーカー等を活用しながら、当該児童生

徒の保護者との連携を図り、学校の取組についての情報を速やかに伝え、適切な支援、

相談を行う。

ウ 他校の児童生徒が関わると思われる場合は、当該校への通報、その他適切な措置を

とる。

エ いじめに対する措置の結果を教育委員会へ速やかに報告する。

オ 事後においては、経過観察を行い、問題解決の確認を行うとともに、「児童生徒理

解・支援シート（ハートフル・シート）」に記述し、次年度以降に申し送ることで再

発防止に努める。

カ 学校全体で生徒の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う対人関係を養うため、全て

の教育活動を通じた道徳教育及び体験活動の充実を図る。

④ インターネットを通じて行われるいじめ防止対策

インターネット上におけるいじめを防止するために、以下の取組を行う。

ア 教職員は、ネットトラブル等を題材として、学級活動における指導を行う。

イ 児童生徒のインターネット利用に関する理解を深めるとともに、ネットトラブル等

の危険性について意識啓発を図るため、警察職員、電気通信事業者等による非行防止

教室を実施する。

ウ 保護者のネットトラブル等に関する意識啓発を積極的に行うため、講演会を実施す

る。

エ フィルタリングの必要性について、児童生徒及び保護者に対し、機会を捉えて意識

啓発を図る。

オ ＰＴＡや保護者会が主体となってネットトラブル等の防止のための取組を行う場合

は、学校も協力し、取組の支援を行う。



- 9 -

※適宜関係機関との連携を図ることとする。

② 重大事態への対処（法第２８条）

いじめを受けた児童生徒本人及び保護者に対し、調査結果の情報提供

教育委員会
・学校の調査では、十分な結果が得られないと判
断できる場合は、新座市いじめ防止対策審議会
による調査を諮問

学校
・学校いじめ問題対策委
員会（法第２２条に規
定）による調査を実施

報告

指導
・
支援

諮問 答申

新座市いじめ防止対策審議会による調査

※ 以降、市長の判断により再調査等の実施

（判断結果）

重大事態の発生・疑い

（児童生徒、保護者の申立て）

いじめが原因で重大事態に至った。

児童生徒の状況を速やかに判断（学校又は教育委員会）
（状況）
・自殺を企図した。 （訴え、メモ、相談等）
・身体に重大な傷害を負っている。 （通院、入院等）
・金品等に重大な被害を被っている。（断れば危害を加えると脅され、現金を

巻き上げられる等）
・精神性の疾患を発症している。
（疑いを含む） （観察、診断等）

・相当の期間、欠席している。 （年間３０日を目安）

① いじめに対する措置（法第２３、２４条）

学校
・事実の有無の確認 ・教育委員会、関係機関等への報告
・当該児童生徒への支援、指導 ・再発防止
・保護者への情報提供、支援、援助 ・その他必要な措置
教育委員会
・解決のための支援 ・必要な措置を講ずるよう学校に指示
・必要な調査の実施【担当：教育相談センター】

措置を行う過程

いじめに係る
相談、通報、発見

図：「いじめに係る相談、通報、発見」から「重大事態への対処」を開始するまでの流れ
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３ 重大事態への対処

(1) 重大事態への対処の流れ

① 「重大事態」の意味を全関係者が理解しておく。

② いじめられて重大事態に至ったという申出が児童生徒や保護者からあったときは、市

立学校がいじめによる重大事態ではないと考えたとしても、重大事態が発生したものと

して報告・調査等に当たる。

③ 重大事態が発生した場合、各学校は教育委員会を通じて市長へ事態発生について報告

する。

④ 当該学校は、法第２２条に基づく組織を母体とする調査組織を設置し、当該重大事態

に関する調査を行う。（個々の重大事態により、専門的知識及び経験を有する当該いじめ

事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない第三者の参加を図る。）

⑤ 上記④の調査は、客観的な事実関係を速やかに、正確に把握するための調査である。

また、いじめ行為の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にするものであり、因果関係

の特定を急がない。また、法第２３条第２項に基づき、学校として既に調査している事

案であっても、重大事態となった時点で、当該学校は調査資料の再分析や必要に応じて

新たな調査を実施する。（ただし、法第２３条第２項に基づく調査により事実関係の全貌

が十分に明確にされたと判断できる場合は、この限りでない。その判断は、法第２３条

第２項に基づく調査結果の報告を受けた教育委員会が行う。）

⑥ 上記④の調査に先立ち、アンケートにより得られた調査結果は、いじめられた児童生

徒や保護者に提供する場合があることを調査対象となる児童生徒や保護者にあらかじめ

説明しておく。

⑦ 上記④の調査では十分な結果が得られないと判断できる場合、教育委員会は新座市い

じめ防止対策審議会による調査を諮問する。

⑧ 上記④及び⑦の調査を行った組織は、明らかになった事実関係をいじめられた児童生

徒及びその保護者に適切に提供する。（適時、適切な方法で経過報告、結果報告をす

る。）

⑨ 上記④及び⑦の調査結果は、学校は教育委員会を通じて市長へ報告する。その際、い

じめられた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめられた児童生徒又はそ

の保護者の調査結果に対する所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。

⑩ 上記⑨の調査結果の報告を受けた市長は、必要があると認めるときは、市長が設置し

た附属機関等により調査結果についての調査を行う。

⑪ 上記⑩の調査の主体は、上記⑩の調査結果をいじめられた児童生徒及びその保護者に

適切に提供する。（適時、適切な方法で経過や結果を報告する。）

⑫ 市長は、自らの権限及び責任において当該重大事態への対処又は当該重大事態と同種

の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずる。

⑬ 学校について上記⑩の調査を行ったときは、市長はその結果を新座市議会に報告する。
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（学校の設置者又はその設置する学校による対処）

第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下

「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資する

ため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の

使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を

行うものとする。

(1) いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ

た疑いがあると認めるとき。

(2) いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき。

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該

調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事

実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。

３ 第１項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項の

規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支援を行うも

のとする。

(2) 学校の設置者又はその設置する学校による調査

① 重大事態の発生と調査

ア 重大事態の意味について

「いじめにより」とは、各号に規定する児童生徒の状況に至る要因が当該児童生徒

に対して行われるいじめにあることを意味する。

また、第１号の「生命、心身又は財産に重大な被害」については、いじめを受ける

児童生徒の状況に着目して判断する。例えば、

・ 児童生徒が自殺を企図した場合

・ 身体に重大な傷害を負った場合

・ 金品等に重大な被害を被った場合

・ 精神性の疾患を発症した場合

などのケースが想定される。

第２号の「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安と

する。ただし、児童生徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目

安に関わらず、学校の設置者又はその設置する学校の判断により、迅速に調査に着手

する。

また、いじめられて重大事態に至ったという申立てが児童生徒や保護者からあった

ときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない。」あるいは「重大事態とは言えな

い。」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たる。

イ 重大事態の報告

重大事態が発生した場合、学校は教育委員会を通じて市長へ事態発生について報告
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する。

ウ 調査の趣旨及び調査主体について

法第２８条の調査は、重大事態に対処するとともに、同種の事態の発生の防止に資す

るために行うものである。

学校は、重大事態が発生した場合には、直ちに教育委員会に報告し、学校が主体と

なって調査を行う。ただし、従前の経緯や事案の特性、いじめられた児童生徒又は保

護者の訴えなどを踏まえ、学校主体の調査では、重大事態への対処及び同種の事態の

発生の防止に必ずしも十分な結果を得られないと教育委員会が判断する場合や、学校

の教育活動に支障が生じるおそれがあるような場合には、教育委員会において調査を

実施する。

学校が調査主体となる場合、法第２８条第３項に基づき、教育委員会は調査を実施

する学校に対して必要な指導、また、人的措置も含めた適切な支援を行う。

エ 調査を行うための組織について

教育委員会又は学校は、その事案が重大事態であると判断したときは、当該重大事

態に係る調査を行う必要があるため、予めその下に組織を設けておく。この組織は、

弁護士、医師等、学識経験者及び地域福祉活動団体の代表者等専門的知識及び経験を

有する者であって、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を

有しない者（第三者）で構成することにより、当該調査の公平性・中立性を確保する。

学校における調査において、教育委員会が調査主体となる場合、新座市いじめ防止

対策審議会を当該調査を行うための組織とする。

なお、この場合、新座市いじめ防止対策審議会の構成員に、調査対象となるいじめ

事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有する者がいる場合には、その

者を除いた構成員で調査に当たり、当該調査の公平性・中立性確保の観点からの配慮

に努める。

また、学校が調査の主体となる場合、調査を行うための組織を重大事態の発生の都

度設けることも考えられるが、迅速性に欠けるおそれがあるため、第２２条に基づく

組織「学校いじめ問題対策委員会」を母体として、当該重大事態の性質に応じて適切

な専門家を加える。学校が調査の主体となる際には、必要に応じて新座市いじめ防止

対策審議会の委員等を教育委員会が派遣する。

オ 事実関係を明確にするための調査の実施

「事実関係を明確にする」とは、重大事態に至る要因となったいじめの行為が、い

つ（いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景や

事情、児童生徒の人間関係にどのような問題があったか、学校や教職員がどのように

対応したかなどの事実関係を可能な限り網羅的に明確にすることである。この際、因

果関係の特定を急ぐことなく、客観的な事実関係を速やかに調査する。

この調査は、学校とその設置者が事実に向き合うことで、当該事態への対処や同種

の事態の発生防止を図るものであり、学校又は学校の設置者は、新座市いじめ防止対

策審議会に対して積極的に資料を提供するとともに、調査結果を重んじ、主体的に再
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発防止に取り組まなければならない。

(ｱ) いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合

いじめられた児童生徒から可能な限り聴き取った上で、在籍児童生徒や教職員に対

する質問紙調査や聴き取り調査を行う際、いじめられた児童生徒や情報を提供してく

れた児童生徒を守ることを最優先とした調査実施が必要である（例えば、質問票の使

用に当たり個別の事案が広く明らかになり、被害児童生徒の学校復帰が阻害されるこ

とのないよう配慮する等）。

調査による事実関係の確認とともに、いじめた児童生徒への指導を行い、いじめ行

為を止める。

いじめられた児童生徒に対しては、事情や心情を聴取し、いじめられた児童生徒の

状況に合わせた継続的なケアを行い、落ち着いた学校生活復帰の支援や学習支援等を

行う。

これらの調査を行うに当たっては、国の基本方針の別添「学校における『いじめの

防止』『早期発見』『いじめに対する措置』のポイント」を参考にしつつ、事案の重大

性を踏まえて、学校及び学校の設置者がより積極的に指導・支援する、関係機関とも

より適切に連携するなどして、対応に当たる。

(ｲ) いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合

児童生徒の入院や死亡など、いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合

は、当該児童生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取し、迅速に当該保護者に今後の

調査について協議し、調査に着手する。調査方法としては、在籍児童生徒や教職員に

対する質問紙調査や聴き取り調査などが考えられる。

カ 自殺の背景調査における留意事項

児童生徒の自殺という事態が起こった場合の調査の在り方については、その後の自

殺防止に資する観点から、自殺の背景調査を実施することが必要である。この調査に

おいては、亡くなった児童生徒の尊厳を保持しつつ、その死に至った経過を検証し再

発防止策を講ずることを目指し、遺族の気持ちに十分配慮しながら行うことが必要で

ある。

いじめがその要因として疑われる場合の背景調査については、法第２８条第１項に

定める調査に相当することとなり、その在り方については、次の事項に留意し、「児童

生徒の自殺が起きたときの調査の指針」（平成２３年３月児童生徒の自殺予防に関する

調査研究協力者会議）を参考とするものとする。

(ｱ) 背景調査に当たり、遺族が、当該児童生徒を最も身近に知り、また、背景調査に

ついて切実な心情を持つことを認識し、その要望・意見を十分に聴取するとともに、

できる限りの配慮と説明を行う。

(ｲ) 在校生及びその保護者に対しても、できる限りの配慮と説明を行う。

(ｳ) 死亡した児童生徒が置かれていた状況として、いじめの疑いがあることを踏まえ、

学校の設置者又はその設置する学校は、遺族に対して主体的に、在校生へのアンケ

ート調査や一斉聴き取り調査を含む詳しい調査の実施を提案する。
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(ｴ) 詳しい調査を行うに当たり、学校の設置者又は学校は、遺族に対して、調査の目

的、目標、調査を行う組織の構成等、調査の概ねの期間や方法、入手した資料の取

扱い、遺族に対する説明の在り方や調査結果の公表に関する方針などについて、で

きる限り遺族と合意しておくことが必要である。

(ｵ) 調査を行う組織は、弁護士、医師等、学識経験者及び地域福祉活動団体の代表者

等専門的知識及び経験を有する者であって、当該いじめ事案の関係者と直接の人間

関係又は特別の利害関係を有する者ではない者（第三者）について、職能団体や大

学、学会からの推薦等により参加を図ることにより、当該調査の公平性・中立性を

確保するよう努める。

(ｶ) 背景調査においては、自殺が起きた後の時間の経過等に伴う制約の下で、できる

限り偏りのない資料や情報を多く収集し、それらの信頼性の吟味を含めて、客観的

に、特定の資料や情報にのみ依拠することなく総合的に分析評価を行うよう努める。

(ｷ) 客観的な事実関係の調査を迅速に進めることが必要であり、それらの事実の影響

についての分析評価については、専門的知識及び経験を有する者の援助を求めるこ

とが必要であることに留意する。

(ｸ) 学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、情報の提供について必

要な指導及び支援を行うこととされており、学校の設置者は適切に対応する。

(ｹ) 情報発信・報道対応については、プライバシーへの配慮の上、正確で一貫した情

報提供が必要であり、初期の段階で情報がないからといって、トラブルや不適切な

対応がなかったと決めつけることや、断片的な情報で誤解を与えることのないよう

留意する。なお、亡くなった児童生徒の尊厳の保持や、子供の自殺は連鎖（後追

い）の可能性があることなどを踏まえ、報道の在り方に特別の注意が必要であり、

「Ｉ’ｓ２０１９」の「第２章 ５（２）情報の扱い」等も参考にする。

キ その他留意事項

重大事態が発生した場合に、関係のあった児童生徒が深く傷付き、学校全体の児童

生徒や保護者や地域にも不安や動揺が広がることがあり、時には事実に基づかない風

評等が流れる場合もある。学校の設置者及びその設置する学校は、児童生徒や保護者

への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻すための支援に努めるとともに、予断の

ない一貫した情報発信、個人のプライバシーへの配慮に留意する。

② 調査結果の提供及び報告

ア いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して情報を適切に提供する責任

（学校の設置者又はその設置する学校による対処）

第２８条第２項 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったと

きは、当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重

大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。
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学校の設置者又はその設置する学校等は、いじめを受けた児童生徒やその保護者に

対して、事実関係等その他の必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ、調査

により明らかになった事実関係（いつ（いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様

であったか、いじめを生んだ背景・事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があ

ったか、学校・教職員がどのように対応したかなど）について、いじめを受けた児童

生徒やその保護者に対して説明する。また、適時、適切な方法で、経過報告も行う。

これらの情報の提供に当たっては、学校の設置者又は学校は、他の児童生徒のプラ

イバシー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮し、適切に提供する。

ただし、いたずらに個人情報保護を盾に説明を怠るようなことがあってはならない。

質問紙調査の実施により得られたアンケートについては、いじめられた児童生徒又

はその保護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭に置き、調査に先立ち、そ

の旨を調査対象となる在校生やその保護者に説明する。

また、学校が調査を行う際、教育委員会は、情報提供の内容や方法、時期などにつ

いて必要な指導及び支援を行う。

イ 調査結果の報告

調査結果については、市長に報告する。

上記アの説明の結果を踏まえて、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望す

る場合には、いじめを受けた児童生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を

受け、調査結果の報告に添えて市長に送付する。

(3) 調査結果の報告を受けた市長による再調査及び措置

① 再調査

法第３０条又は第３１条の規定による報告を受けた市長は、当該報告に係る重大事態

への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、

法第２８条第１項の規定による調査の結果について調査（以下「再調査」という。）を行

う。

この調査は、市長が設置した附属機関等が行う。

再調査についても、学校の設置者又はその設置する学校等による調査同様、再調査の

主体は、いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して、情報を適切に提供する責任

があるものと認識し、適時、適切な方法で、調査の進捗状況等及び調査結果を説明する。

② 再調査の結果を踏まえた措置等

市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、当該

調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要

（公立の学校に係る対処）

第３０条第２項 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大

事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めると

きは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第２８条第１項の規定による調査

の結果について調査を行うことができる。
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な措置を講ずる。

また、再調査を行った場合、市長はその結果を市議会に報告しなければならない。市

議会へ報告する内容については、個々の事案の内容に応じ、市長が設置した附属機関等

において、個人のプライバシーに対しての必要な配慮を行う。

第Ⅲ章 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項

新座市は、法の施行状況等を勘案して、新座市いじめ問題対策連絡協議会において毎年度、

新座市いじめ防止基本方針にある各施策の効果を検証し、新座市いじめ防止基本方針の見直し

を検討する。検討の結果、必要があると認められるときは、その結果に基づいて必要な措置を

講じる。

附 則

基本方針は、決裁のあった日から実施する。

附 則（平成２８年６月２日市長決裁）

この改正は、平成２８年６月２日から実施する。

附 則（平成２９年１２月５日市長決裁）

この改正は、平成２９年１２月５日から実施する。

附 則（令和３年３月９日市長決裁）

この改正は、令和３年３月９日から実施する。


